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持分法適用関連会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社であるスペース・ソルバ株式会社（以

下、スペース・ソルバ）の株式を譲渡することを決議しました。これにより、同社が当社の持分法適用関連会

社から除外される見込みとなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

1．株式譲渡の理由 

当社とスペース・ソルバは、2015年よりERP関連等のソリューションビジネスの受注に向け、両社の技

術、人材、販路を有効活用するため協業を推進してまいりました。 

当社の中長期計画であるQuest Vision2030および2021年の中期経営計画に掲げるポートフォリオ

及び資本政策も含め、慎重に検討を重ねた結果、このたび当社が保有する全株式を譲渡することとなりまし

た。 

これによりスペース・ソルバは当社の持分法適用関連会社から除外されることとなりますが、引き続き協

力パートナーとして営業上の関係性は維持する予定です。 

 

2.異動する持分法適用関連会社の概要 

(1) 名称 スペース・ソルバ株式会社 

(2) 所在地 東京都千代田区神田駿河台 2-3-11 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 瀧川 秀一 

(4) 事業内容 

業務コンサルティング、ERP パッケージの導入支援 

組込系ソフトウェア開発、Web アプリケーション開発 

オフショア開発、パッケージソフトの企画/販売 

(5) 資本金 1億円 

(6) 設立年月日 1986年 8月 22日 

(7) 大株主及び持株比率 
瀧川 秀一     78.7% 
※持株比率は発行済株式総数から自己株式を控除した数に基づき算出してい

ます。 

(8) 上場会社と当該会社との関係 

資本関係 
当社は、当該会社の発行済株式総数の 20％を保

有しております。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 
業務委託契約による委託及び受託等の取引を行

っております。 

関連当事者への

該当状況 

当該会社は、当社持分法適用関連会社で、関連当

事者に該当しています。 

    ※財務情報については、譲渡先の意向により非開示とさせていただきます。 
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3.株式譲渡の相手先の概要 

(1) 名称 スペース・ソルバ株式会社 

(2) 所在地 東京都千代田区神田駿河台 2-3-11 

(3) 上場会社と当該会社との関係 

資本関係 
当社は、当該会社の発行済株式総数の 20％を保

有しております。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 
業務委託契約による委託及び受託等の取引を行

っております。 

関連当事者への

該当状況 

当該会社は、当社持分法適用関連会社で、関連当

事者に該当しています。 

 

 

4.譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数 

917株 

（議決権の個数：917個） 

（議決権所有割合：20％） 

(2) 譲渡株式数 917株 

(3) 譲渡価額 譲渡先の意向により非開示とさせていただきます。 

(4) 異動後の所有株式数 

0株 

（議決権の個数：0個） 

（議決権所有割合：0％） 

 

 

5.日程 

(1) 取締役会決議 2023年 12月 20日 

(2) 契約締結日 2023年 12月 20日 

(3) 株式譲渡実行日 2023年 12月～202４年 2月（予定） 

 

 

6．今後の見通し 

本件が当期連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。今後、開示すべき事項が発生した場合

は、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


